
使命感と行動力

 吉田康弘　市議会議員事務所

〒932−0057
小矢部市本町3−50　庄甚ビル2Ｆ
T E L 0766−67−1227
F A X 0766−54−5564
携　帯 090−3155−3267
E-mai l :shoj in@bloom.ocn.ne.jp
HP:http://yoshida-yasuhiro.net/

発行/吉田康弘　小矢部市 本町3-50　TEL ６７−１２２７　FAX ５４−５５６４
発行年月/令和２年１月10日　　　Ｅメール : shojin@bloom.ocn.ne.jp新年号

Vol.11吉田康弘市政報告吉田康弘市政報告

９年前から、市議会議員として下記の場所に事務所を

開設致しております。市議会議員としての活動拠点とし

て届出を済ませています。皆様のお越しをお待ち申し上

げておりますので、気軽に立ち寄って下さい。

　新年明けましておめでとうございます。皆様には、健やかに令和の新年をお迎

えになられたことと、お慶び申し上げます。市議会議員として活動させていただ

くようになってから10年目を迎えており、これまでのご支援に改めて感謝申し上

げると共に、中堅議員としての責任に身の引き締まる想いで新年を迎えています。

　昨年９月議会において所属の委員会が変わり、総務産建常任委員会委員と人口

対策特別委員会委員長として重要課題に取り組んでおります。引き続き桜井市長

と共に緊張感を持って小矢部市政の発展に向け、頑張っていく決意でおります。

　今年は「第７次小矢部市総合計画」の２年目ですが、「大谷統合こども園」「蟹

谷統合こども園」の完成と、石動駅周辺整備事業として整備を進めてきた大型事

業「新図書館建設事業」「（仮称）石動コミュニティ建設事業」が順に竣工を迎える

記念の年、供用開始の年となります。その一方で小矢部市の一般会計は、一時的に起債が膨らみます。財

政的な観点からすると、歳入歳出の総点検を行いながら、予算の効果的な執行と政策全般における議会の

チェック＆バランスがとても重要になってきています。また、移住定住対策や、子育て支援などの人口減

少に対する有効な対策を講じながら、公共施設の再編も力強く進めていかねばなりません。

　厳しい時代を迎えているともいえるのですが、「第２次おやべルネサンス総合戦略」「小矢部市シティー

プロモーション戦略プラン」の策定などを通して、財政難を乗り超えながら、中心市街地の活性化や中山

間地域の振興にもしっかりと取り組んでいく決意でおります。改めて「持続可能な自治体経営」・「地方

創生と地域再生」を政策理念に掲げ、力強く議員活動を展開させていただきます。今後共、皆様方のご指

導とご鞭撻をお願い申し上げます。

お 知 ら せ

平成31年・令和元年　活動記録

ごあいさつ

各会計別決算状況調 （単位：千円）

区　　　　分 一般会計 公共用地会計 国保会計 後期高齢会計 下水道会計 農業集排会計 東部産業会計 計 純　　計 水道会計
1 歳 入 16,793,536 231,980 2,922,147 885,799 2,448,808 176,714 125,200 23,584,184 22,066,512 923,488

　 う ち 他 会 計 繰 入 金 等 143 128,601 499,023 754,339 135,566 1,517,672 111,056
2 歳 出 16,677,538 231,839 2,897,420 884,821 2,448,708 176,714 125,200 23,442,240 21,924,568 994,585
3 差 　 引 　 額 ( 1－2 ) 115,998 141 24,727 978 100 141,944 141,944 △71,097
4 翌年度へ繰り越すべき財源 10,984 100 11,084 11,084
5 実 質 収 支 額 ( 3－4 ) 105,014 141 24,727 978 130,860 130,860 △71,097

1 年 度 末 地 方 債 未 償 還 高 16,101,211 12,889,447 868,139 29,858,797 1,879,580
2 年度末債務負担未償還高 4,502,809 4,502,809

合　　　　　計 20,604,020 12,889,447 868,139 34,361,606 1,879,580

1 年度末財政調整基金残高 601,953 216,657 80,887 23 899,520
　うち当年度財調基金増減額 △202,196 79,209 12,280 △110,707

2 年 度 末 減 債 基 金 残 高 25,511 25,511 45,000
3 未 処 分 利 益 残 高 189,877

合　　　　　計 627,464 216,657 80,887 23 925,031 234,877

歳入の内訳（一般会計） （単位：千円）

区　　　　分
平 成 30 年 度 決 算 額

総　　額 一般財源 特定財源 構成比
1 市 税 4,728,395 4,728,395 28.2％
2 地 方 譲 与 税 184,881 184,881 1.1％
3 利 子 割 交 付 金 7,285 7,285 0.0％
4 配 当 割 交 付 金 16,296 16,296 0.1％
5 株式等譲渡所得割交付金 13,543 13,543 0.1％
6 地 方 消 費 税 交 付 金 589,897 589,897 3.5％
7 ゴルフ場利用税交付金 27,222 27,222 0.2％
8 自動車取得税交付金 54,525 54,525 0.3％
9 地 方 特 例 交 付 金 13,041 13,041 0.1％

10 地 方 交 付 金 3,301,938 3,301,938 19.7％
11 交通安全対策特別交付金 4,280 4,280 0.0％
12 分 担 金 及 び 負 担 金 112,631 0 112,631 0.7％
13 使 用 料 及 び 手 数 料 176,990 9,228 167,762 1.1％
14 国 庫 支 出 金 2,095,691 0 2,095,691 12.5％
15 県 支 出 金 931,472 4,832 926,640 5.5％
16 財 産 収 入 115,478 3,179 112,299 0.7％
17 寄 附 金 24,975 0 24,975 0.1％
18 繰 入 金 407,940 336,341 71,599 2.4％
19 繰 越 金 253,067 223,179 29,888 1.5％
20 諸 収 入 705,789 21,246 684,543 4.2％
21 市 債 3,028,200 506,300 2,521,900 18.0％

歳　入　合　計 16,793,536 10,045,608 6,747,928 100.0％

目的別歳出の内訳（一般会計） （単位：千円）

区　　　　分
平 成 30 年 度 決 算 額

総　　額 一般財源 特定財源 構成比
1 議 会 費 171,255 171,255 0 1.0％
2 総 務 費 1,673,072 1,466,874 206,198 10.0％
3 民 生 費 4,558,272 1,862,090 2,696,182 27.4％
4 衛 生 費 1,520,363 1,440,236 80,127 9.1％
5 労 働 費 22,185 585 21,600 0.1％
6 農 林 水 産 業 費 1,011,597 437,019 574,578 6.1％
7 商 工 費 731,545 272,144 459,401 4.4％
8 土 木 費 3,368,663 1,353,670 2,014,993 20.2％
9 消 防 費 561,767 507,091 54,676 3.4％

10 教 育 費 1,619,325 1,118,521 500,804 9.7％
11 災 害 復 旧 費 99,795 12,527 87,268 0.6％
12 公 債 費 1,339,699 1,287,598 52,101 8.0％
13 予 備 費 0 0 0 0.0％

歳　出 　合　計 16,677,538 9,929,610 6,747,928 100.0％

平成30年度 地方債現在高調書（各会計別） （単位：千円）

会 計 名
平成29年度

末現在高

平成30年度元利償還額 平成30年度

借入額

平成30年度

末現在高元金 利子 計

一 般 会 計 14,313,445 1,240,434 97,476 1,337,910 3,028,200 16,101,211

下水道事業
特 別 会 計 12,981,764 920,517 196,917 1,117,434 828,200 12,889,447

農業集落排水
事業特別会計 966,593 101,354 21,674 123,028 2,900 868,139

小　計 28,261,802 2,262,305 316,067 2,578,372 3,859,300 29,858,797

水 道 事 業
会 計 1,849,591 143,011 26,441 169,452 173,000 1,879,580

合　計 30,111,393 2,405,316 342,508 2,747,824 4,032,300 31,738,377

表1　健全化判断比率

平成30年度決算 早期健全化基準 財 政 再 生 基 準

実 質 赤 字 比 率 ─
(注) 13.65％ 20％

連結実質赤字比率 ─
(注) 18.65％ 30％

実 質 公 債 費 比 率 15.1％ 25％ 35％

将 来 負 担 比 率 174.4％ 350％

平成30年度 小矢部市一般会計、特別会計、歳入歳出決算

まとめ（監査委員による審査意見）
　健全化判断比率及び資金不足比率は、いずれも表１の早期健全化基準及び経営健全化基
準20％を下回り、健全な状態であると言える。
　実質公債費比率は、平成26年度に小中学校の吊天井改修事業に伴い借入れを行った全国
防災事業債の元金償還の開始等により、単年度で0.3ポイント上昇したが、３年平均では平
成29年度から据置で15.1％となり、早期健全化基準以下である。ただし、今後は、石動駅
周辺整備事業、統合こども園整備事業、新図書館整備事業、（仮称）石動コミュニティプラ
ザ整備事業等の大型事業実施により、新規発行債が増加し、それに伴う元利償還金の増に
より、当該比率が上昇することが見込まれることから、事業費の抑制をはじめ、地方交付
税で財政措置される有利な地方債の借入を優先する等の対策を継続する必要がある。
　将来負担比率は、平成30年度においても元金償還額を超えた借入れを行ったことによる
地方債残高の増により、平成29年度から9.2ポイント上昇したが早期健全化基準以下であ
る。ただし、将来負担比率も、大型事業の実施に伴う新規発行債の増により、地方債残高
の増が見込まれるため、上昇が予想される。そのため、現在施工中の大型事業への地方債
の借入を含め、全体事業費の圧縮や実施時期の再検討等により、将来負担比率の抑制に努
め健全財政の維持を要望するものである。
　今後は、令和元年度より新たにスタートした第７次小矢部市総合計画の実施に併せ、第
３次行財政改革大綱に基づく取組の着実な実施により、実質公債費比率等の上昇を抑え、
市政の安定的な運営が継続されることを要望する。
　また、財政健全化法の趣旨を踏まえ、本市の算定結果について議会をはじめ市民に分か
りやすく充分に説明されるよう、引き続き尽力いただきたい。

議会内所属委員会
総務産建常任委員会 委員

人口対策特別委員会 委員長

議会選出委員等
砺波地方衛生施設組合議会 議員

砺波地方介護保険組合議会 議員

小矢部市公害対策審議会 会長

小矢部市都市計画審議会 委員

小矢部市土地開発公社 理事

公益財団法人クロスランドおやべ 理事

議会内会派　「誠　流」 

９月定例会において委員会
所属が変更になりました

（注）実質赤字比率、連結実質赤字比率については、実質赤字額、連結実質赤字額がない場合は
「－」表示される。
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小矢部市商工会

民生文教常任委員会　行政視察
令和元年５月　鴨川市

「小中一貫教育について」

議会報告会
令和元年11月　正得公民館

人口対策特別委員会　行政視察
令和元年11月　郡上八幡市

「郡上カンパニーの取り組みについて」

会派視察
平成31年２月　参議院議員会館

「農林水産省政策担当者との意見交換」



令和2年1月10日～2月10日
パブリックコメント受付中第２期 おやべルネサンス　総合戦略（素案） 概要版

目標人口の考え方

【出生率の目標】
【純移動率の目標】

●段階的に出生率の上昇を図る
【目標人口】

 2060年
　22,000人

●15~19歳の純移動率(転出超過)を転出抑制により軽減
●20~24歳の純移動率(転入超過)を転入促進により増加
●5~14,25~49歳の転出超過の年代に対し転出抑制を図る
●外国人の増加を見込む


